
































た状態にある。（参考資料 1：国交省平成30年 5 月24日「分譲マンションストック戸
数」，参考資料 2：国交省平成30年 5 月24日「築後30年，40年，50年超の分譲マンション













































































































































































　Ⅲ22）， 3 については，平成31年 6 月の比較法学会の共同研究報告研究会
メンバーとして研究中である。
4　その他（区分所有者の確定基準の問題）
　区分所有権も，専有部分の所有権であるために，不動産取引において通常
の所有権の取扱と何ら異なることはなく，所有権の取得は売買契約の締結，
競落，相続等により，第三者対抗要件としては，登記を具備したときとな
る。判例もその立場である。
　しかし，区分所有者となると同時に，管理組合の構成員たる資格も生じる
ことになるところ，管理の現場では，その旨の登記で確認することはなく，
区分所有者の届出書をもって管理組合組合員であると把握しているのが通常
である。しかし，未登記状態の組合員が，議決権を行使している場合には，
当該決議の有効性（特に多数決を左右する場合や，登記名義人に集会決議が送達され
ていない場合などは）自体が法的問題となり，改正された規約の効力にも影響
を受けることになり，集会のやり直しには多額の費用を伴う場合もある。
　この，管理組合の構成員と区分所有権登記との問題については，現在，検
討・執筆中である。
